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論点

「船員供給体制のあり方」より

論点１ 
「船員供給体制のあり方」より

○ 新人船員を確保するための制度改善○ 新人船員を確保するための制度改善



論点整理（内航）における指摘事項 

論点１：船員供給体制のあり方 

（２）新人船員を確保するための制度改善（ ）新人船員を確保するため 制度改善

 
 内航業界に新人船員を供給しているそれぞれの教育機関の教育・訓練レベル

様 資 がは様々であり、教育機関によっては内航船の運航に必要な資格要件が不足して

いるケースがあるとの指摘がある。幅広い供給源から新人船員を確保するため

には、例えば、水産高校卒業生等の資格取得を促進するなど、船員確保に資すには、例えば、水産高校卒業生等の資格取得を促進するなど、船員確保に資す

る資格制度改善を関係省庁間で検討する必要があるのではないか。 



  
 内航海運事業者から要望のあった水産高等学校卒業者に対する海技資格取得に必要な乗船履歴の見直しに当たっては、水産
高等学校及び水産庁等関係者の意向を踏まえた対応が必要

水産高等学校卒業者に対する海技資格取得に必要な乗船履歴の見直し 

現行 

高等学校及び水産庁等関係者の意向を踏まえた対応が必要。
 見直しの方向性として、 （独）海上技術学校本科卒業者と同様に、８か月の乗船履歴で６級海技士資格の受験を可能とする学卒
者に対する乗船履歴の特例制度を創設。 

たたき台 

４級海技士受験 

（卒業後） 

海上技術学校 
乗船実習科 

乗船実習 
６月 

海上技術学校本科 
乗船実習 

３月 

乗船履歴 
月

乗船履歴 
１年９月 

６級海技士受験 
５月

水産高等学校本科 
乗船実習 

３月

乗船履歴 
１年３月又は１年９月  ５級/４級海技士受験 

３月 
乗船履歴 
１年９月  ６級海技士受験 

※学卒者に対する乗船履歴の特例がないため、一般者の乗船履歴が適用。 

水産高等学校本科 
乗船実習 

３月

乗船履歴 
１年３月又は１年９月  ５級/４級海技士受験 

見直し案 

（卒業後） 

３月 

６級海技士受験 
乗船履歴 

５月 

※水産高等学校本科における乗船実習は３月を前提



論点２論点２ 

  「教育・訓練機関におけるより実践的な教育・訓練の維持強化」より 

○ 航機両用教育の必要性 



論点整理（内航）における指摘事項 

 

論点２：教育・訓練機関におけるより実践的な教育・訓練の維持強化論点２：教育・訓練機関におけるより実践的な教育・訓練の維持強化

（１）航機両用教育の必要性 

OJTの実施能力が相違していることから 大手事業者と中小零細事業者では新人 OJTの実施能力が相違していることから、大手事業者と中小零細事業者では新人

船員に求める能力・資質が異なっているが、海上技術学校等における航機両用教

育については、OJTが可能な大手事業者の中でも評価が分かれている。  

 また、内航業界の一部から即戦力を身に付けさせるためには、片方の教育を深度

化させることが必要との意見がある一方で、教育機関の側からは両用教育を実施し

つつ、深度化に必要な教育時間を確保できるか疑問との意見もある。つつ、深度化に必要な教育時間を確保できるか疑問との意見もある。  

 さらに、学生側の立場や若手船員のステップアップの観点から見た両用教育の評

価についても意見は分かれている。 

このように 航機両用教育の必要性については 様々な意見が寄せられており 事 このように、航機両用教育の必要性については、様々な意見が寄せられており、事

業者のニーズ、航機両用教育のメリット・デメリット、教育機関の対応能力等を十分

に調査し、検討していくべきではないか。

 



航機両用教育アンケ ト結果

  日日  本本  内内  航航  海海  運運  組組  合合  総総  連連  合合  会会   （上窪委員提出資料） 

航機両用教育アンケート結果
 

Ａ案：現行の「航機両用教育」を継続する。 

Ｂ案：現行の「航機両用教育」を継続するが、 
    練習船の訓練のみで可能な範囲で航機 
        どちらか一方を深度化する。 
 
Ｃ案：「航機両用教育」を維持するが、航機どちらＣ案： 航機両用教育」を維持するが、航機どちら 
        か一方を深度化する。 
 
Ｄ案：本科はB案、専修科はC案とする。 
 
Ｅ案：本科はB案、専修科はC案よりさらに深度 

化するために 航機のどちらか 方に絞り       化するために、航機のどちらか一方に絞り 
        単科教育とし、3級海技士筆記免除程度の 
        教育とする。 



航機両用教育アンケ ト結果

   日日  本本  内内  航航  海海  運運  組組  合合  総総  連連  合合  会会  

航機両用教育アンケート結果
 

質問Ⅰ (単位：社） 

A案 99 

B案 18 

C案 63 

D案 13 

E案 41 

その他案 15 

未回答 0 

合計 249 



航機両用教育アンケート結果

   日日  本本  内内  航航  海海  運運  組組  合合  総総  連連  合合  会会  

航機両用教育アンケ ト結果
 

質問Ⅱ：「質問Ⅰ」で選択した案の「航機両用教育」で付与される受験資格は、 
      航機それぞれ何級が妥当か。 
質問Ⅱ (単位：社） 

A案 120 

B案 69

航海、機関ともに４級 

航海４級 機関５級 又は 機関４級 航海５級B案 69 

C案 29 

その他案 7 

航海４級、機関５級 又は 機関４級、航海５級

航海４級、機関６級 又は 機関４級、航海６級 

未回答 24 

合計 249 



航機両用教育に係るアンケート結果（海技教育機構） 

アンケートの実施概要 

（鋤柄委員提出資料） 

１．アンケート対象者等 

○ アンケート実施期間 ： 平成２３年９月１６日 ～ １０月３１日 
 
○ 対象者 ：   本科、または、専修科の卒業生のうち、平成１８年、２０年、２２年に卒業した者 
 
○ 調査人数 ： アンケート送付数：９４２名 
            アンケート回収数：３３４名（船員経験者２８７名、船員未経験者４７名、回収率：35.5%） 

２．アンケート内容 （参考資料参照） 

【全員に対して】 
①保有する海技資格の種類 
②卒業後の職業、卒業後の進路（陸上、海上）を決めた時期 など 
 
【船員経験者に対して】 
①航海、機関を選択した時期 
②資格の取得に関係なく、航海・機関両方の学習が役に立っているか 
③航海・機関両方の資格は必要だと思うか 
④航海 就 があ ど④航海・機関両方の職種に就いたことがあるか など



回答数 287名（船員経験者数〔本科 134・専修科 153〕） 

航機両用教育に係るアンケート結果（海技教育機構） 

アンケート集計結果 

38%  24%  21%  7%  10%  1% 19%  20%  16%  40%  3% 3% 2% 

入学前  １学年  ２学年  ３学年  内定時 入社時 1 航海・機関の意志決定時期  未回答 

本  専
修

0%  20%  40%  60%  80%  100% 0%  20%  40%  60%  80%  100% 

航海 機関両方を学習する と 役に立つ等の回答の理由 （複数回答含む）

 
科 

134名 

修
科 

153名 

2 航海・機関両方を学習することについて

非常に役に立った 

役に立つことがあった 

反対職の知識があるので、仕事がやりやすい 
反対職の当直や仕事の手伝いをすることがある 

会社の都合に合わせることができた 
航海士、機関士の両用で働くため 

就職の際役に立った

役に立つ等の回答の理由 （複数回答含む）

35% 

34%

2% 4% 

名 役に立つかもしれない 

役に立っていない 

就職の際役に立った

小型船では、オールマイティーが要求される 
船全体の動きや作業が理解できる 
非常の際に、対処することができた 

その他 

0  10  20  30  40 
(名) 

未回答 25% 

34%  287名

3 航海・機関両方の資格取得の必要性について 
航機両方の職を選べるから 

就職に有利だから 

航→機、機→航と職を変えることができるから 

その他

思 

う 

4 航海・機関両方の職種の就業 

11% 
3% 

4% 
6% 

その他

片方だけしか仕事に必要ないから 

どちらも中途半端になりがちだから 

会社によっては両方持っている場合、雑に使われるから 

就職後に職を切り替えることはあまりないと思うから 

思
わ
な
い 

86%

287名 

71% 

19% 

287名 

0  50  100  150  200 

その他

(名) 

ない 

反対側の職種もやったことがある 

反対側の職種に転向した 
必要だと思う  必要だと思わない  未回答 

未回答 （複数回答含む） 

86%



航機両用教育に係るアンケート結果（海技教育機構） 

本 科  専修科 課程別集計結果 

○ 航海・機関両方を学習することについて  非常に役に立った  役に立つことがあった  役に立つかもしれない  役に立っていない 

22年3月卒(46) 

未回答 

(51) 

20年3月卒 

18年3月卒 

(45) 

(43) 

(54) 

(48) 

0%  20% 40%  60% 80% 100% 0%  20% 40% 60% 80% 100% 

○ 航海・機関両方の資格取得の必要性について  必要だと思わない 必要だと思う  未回答 

22年3月卒 

20年3月卒 

18年3月卒 

(51) 

(54) 

(48) 

(46) 

(45) 

(43) 

0%  20%  40%  60%  80%  100%  0%  20%  40%  60%  80%  100% 

○ 航海・機関両方の職種の就業  ない 反対側の職種もやったことがある 反対側の職種に転向した  未回答 

22年3月卒 

20年3月卒 

(51) 

(54) 

(46) 

(45) 

0%  20%  40%  60%  80%  100% 

18年3月卒 

※ ( )は回答人数 

(48) (43) 

0%  20%  40%  60%  80%  100% 



論点３
「乗船実習の見直し」より 

論点３ 

○ 効率的かつ効果的な乗船実習 



論点整理（内航）における指摘事項 

論点３：乗船実習の見直し 

（１）効率的かつ効果的な乗船実習 

 
 外航業界では、平成21年度に商船系大学・高専に社船実習が導入され、実施し

ている船社は、実践的な訓練が付加できると評価している。内航業界においても、

民間教育機関での6級海技士養成において社船実習を導入し、一定の実績を上民間教育機関での6級海技士養成において社船実習を導入し、 定の実績を上

げているところ。 

 このようなことから、今後は業界ニーズ、社船実習の実施能力等を調査し、社船

実習の拡大を検討すべきではないか実習の拡大を検討すべきではないか。

 



社船実習（内航）の導入 
○ 社船実習（内航）の導入案 たたき台 

たたき台 

３級海技士を養成する航海訓練所練習船の１２か月の実習のうち、内航船（長距離フェリー）により３か月の社船実習を行う。 

現状 

短期実習（各１月）

数字 ：乗船実習の定員 

卒業 

 
航訓練習船実習 ６か月  

 

 
 

航訓練習船実習 ６か月  

乗船実習科 社船実習（外航） ６か月  

社船実習（内航）導入後の実習スキ ム

   航訓練習船実習 ６か月 

社船実習（内航）導入後の実習スキーム

社船実習（内航）３か月 
新たな社船実習 

航訓練習船実習 ６か月 
 
 

社船実習（外航） ６か月 

 航訓練習船実習 ３か月 
（遠洋航海実施） 

練習船 内航船（平水区域を除く）、航海科：5,000総トン以上、機関科：機関出力6,000kＷ以上  

教員 現行の社船実習（外航）と同じ   （見直し中） 

実習期間 ３か月

◎社船実習（内航）の基準

実習期間 ３か月

実習内容 航海訓練所の実習カリキュラムを分担 

訓練対象 大学、高等専門学校及び海技大学校の学生（３級海技士養成） 



論点

民間による実践的な船員養成の位置づけ

論点４

民間による実践的な船員養成の位置づけ 



論点整理（内航）における指摘事項 

 

論点４：民間による実践的な船員養成の位置づけ論点４：民間による実践的な船員養成の位置づけ

 内航海運において500総トン未満の小型船の占める割合は非常に高い。また、これらの船舶

の船員数は内航船員の多くを占めている これら小型船事業者は船員教育機関の卒業生をの船員数は内航船員の多くを占めている。これら小型船事業者は船員教育機関の卒業生を

必要数に対して必ずしも十分に採用できていない。新人供給源からの採用が難しい中、小型

船事業者の実態に即した小型の民間商船を活用した訓練による船員確保の試みがなされて船事業者の実態に即した小型の民間商船を活用した訓練による船員確保の試みがなされて

いる。また、内航船員の養成に際しては、船員にステータスを与え、プライドを持てるような船

舶管理監督者(SI)に至るキャリアアップのための評価システム等についても提案があった舶管理監督者(SI)に至るキャリアアップのための評価システム等についても提案があった。 

こうした取り組みについて、船員養成事業の一部として位置づけ、具体的な内容について検

討を進めるとともに 事業支援を検討すべきではないか。討を進めるとともに、事業支援を検討すべきではないか。

 

 

 



論点４：民間による実践的な船員養成の位置づけ 

○ 小型船事業者は船員教育機関の卒業生を必要数に対して必ずしも十分に採用できてこな
かったため、地域レベルでの新たな取り組みがなされ、また、提案されている。 

○ こうした取組を一層進めていくためには、個々の事業者や地域レベルの取組に止めず、業
界全体が船員確保の有効な手段として位置づけた上で必要な取り組みを進め、国としてもこ
れを支援していくことも考えられるが、どのように考えるか。 

＜現状の取り組みと構想＞ 
  

 ①小型の民間商船を活用した訓練による船員確保の試み 
  現状、小型の民間商船を活用した船員養成の試み（新６級海技士（航海）養成制度）がなされてお

り、即戦力の観点から一定の評価がなされているが、訓練用の商船の確保等の問題から、大幅な拡大は
困難な状況にある困難な状況にある。 

 
 ②船舶管理監督者(SI)に至るキャリアアップのための評価システム 
  陸上の職種においては、技能検定制度等の評価システムが存在するが、船員においては明確な評価シ陸 職種 、技能検定制度等 評価 存在す 、船員 明確 評価

ステムが存在しない。キャリア評価システムを導入することにより、船員という職種にステータスを与
え、ひいては船員の職業としての魅力の向上につながるのではないかとの意見がある。 

 

上記について、蔵本委員からプレゼンテーション 



（蔵本委員提出資料） 

非

雇就

事業プラン１  
 

 
 

民間船による乗船訓練及び インターンシップ受託事業 
 

    ・新六級短期養成コース（訓練による海技資格         ・民間商船を利用したインターンシップの提供 
履歴の短縮）の実習船確保と 実践現場にお 各種船舶を利用した子供たちの航海体験

職業訓練  現場体験 

子供たちや学生（将来の海事人材） 

海 事 人 材 の ス キ ル ア ッ プ イ メ ー ジ 

海

雇

用

者 

就

職

希

望

者 

一般（海技資格を持たない者）就職希
望 

海技資格を有する就職希望者（新

     履歴の短縮）の実習船確保と、実践現場にお     ・各種船舶を利用した子供たちの航海体験
     ける指導側研修側に優しい教材，カリキュラム 
  の研究 
 

  ・海技教育機構/航海訓練所との連携、乗船訓 
  練の 一部民間船での実施 
 
  海技士短期養成講座の風景 

海

事

海

事

従

事

海技資格を有する就職希望者（新
人） 

・初級海技資格者 

事業プラン２  
   

 
 

日本人船員確保育成事業（内航版） 
    ・1～5年間、事業者が中心に出資する共同雇用体が雇用主体となり、有効なＯＦＦ－ＯＮ ＪＴ育成プロ 

グラムによる早期戦力化を促す

戦力化  検  定  １   
基礎海技技能 

海上版ﾋﾞｼﾞﾈｽｷｬﾘｱ検定の概要

機関部員 
機関職員 

甲板部員 
甲板職員 

レ

ベ

ル

１

人

材 

雇

用

者

（
海

員

） 

・中級海技資格者 

      グラムによる早期戦力化を促す
検定２－１ 

応用海技技能 
労働安全衛生管理 
荷役管理責任者 

検定２－２ 
船内総括責任者

事業プラン３ 
 

海上版ビジネスキャリア検定の創設 
 

   ・海上⇒陸上キャリアプランの見える化（技能要件/カリキュラムの認定） 船長  機関長 

一航士  一機士 

１ 

レ

ベ

ル

２

者 

陸

上

管

理

者

・上級海技資格者 

・陸上管理者 

船 総括責 者
ＩＳＭ実施責任者 

検  定  ３ 
船舶安全運航管理者 
海洋環境保護管理 

検 定 ４

/
 
   ・高度化する安全/船舶システムへの対応（次世代船員育成） 
 
 
 
 
 

ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 
ＳＩ 

レ

ベ
ル

３ 

検定 
創設 

事

者

（
陸

員

） 

内航海運事業者

・陸上管理責任者 

検  定  ４
統括指揮管理 
緊急措置管理 
訪船指導者 

 
 
 
 

事業プラン４ 
 

管理事業者 ガイドラインの策定と認証事業

BRM訓練風景 
管理 
ＳＶ 

レ

ベ
ル

４ 

業

者 

内航海運事業者

船舶管理者 

船員派遣許可事業者 

管理事業者 ガイドラインの策定と認証事業
（海事人材育成のための環境整備） 

 

                                                                    ・船舶管理の適正化と高度化 
 

                                                                    ・船舶管理診断士（仮名）の創設 
 



論点５

「ステークホルダー間の連携強化」より

論点５ 

携強 」

○ 奨学金の拡充○ 奨学金の拡充



論点整理（内航）における指摘事項 

論点５：ステークホルダー間の連携強化 

 

ステークホルダー（教育機関、訓練機関、船社、関係団体）間では、従来から人事交流、意

見交換 連携による海事のPR 業界からの専門技術等の教授等の支援などについて 様々見交換、連携による海事のPR、業界からの専門技術等の教授等の支援などについて、様々

な連携が行われてきているが、以下の観点から連携をさらに充実・強化するべきではないか。 

② 奨学金（船員を目指す者の中には苦学生が一定数含まれているため、船社 と教育機関 ② 奨学金（船員を目指す者の中には苦学生が 定数含まれているため、船社 と教育機関

が連携して、希望学生のニーズと比較して適用枠が不足している現状を改善することが必要） 

 

 



ステークホルダー間の連携強化 －海技教育機構の現状と課題－ 

①募集活動資金の削減、奨学金の不足
募集関係補助金の推移

(鋤柄委員提出資料) 

募集関係補助金の推移

18,600  18,600  18,600 

15,120 

10 000

15,000 

20,000  
 募集関係補助金の削減によって、従来の募集活動
の継続が困難となっている

0 

5,000 

10,000

20年度 21年度 22年度 23年度

（千円） 

の継続が困難となっている。
 
 また、奨学金をより充実させることにより、募集活動に
おいて海技教育機構の魅力をより向上できるのではな

約300万円減少 

20年度 21年度 22年度 23年度 

奨学金の充足率 

おおよそ4割の生徒が奨学金を希望 
奨学金を実際に受けられる生徒は３割程度 

おいて海技教育機構の魅力をより向上できるのではな
いか。 

2,800

運営費交付金の推移（除く退職金） ②独法運営の効率化・運営費交付金の削減 

2,704 
2,642 

2,571 
2,527  2,500  

2,600  

2,700  

2,800 

 独法の運営費交付金は削減されており、海技教育
機構においては、限られた予算の中で教材費等の捻

2,349 

2,200  

2,300  

2,400  出を迫られる状況にある。

新型機器の導入 教材の充実等に課題

約１３％減少 

2,100  
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 （百万円） 

 新型機器の導入、教材の充実等に課題



ステークホルダー間の連携強化策① －募集活動の強化－ 
募集活動の概要 

○ 海運業界のニーズに応え、質の高い新人船員教育を行うためには、入学希望者の増加により基礎学力の高い入学者を
確保することが重要。 

○ 入学希望者の増加を図るため、募集活動の拡充に取り組んでいるところ。 

活動実績（平成22年度）

○15,931校*ある全国の高等学校
（5,116校）及び中学校（10,815校）

校

活動実績（平成22年度）

のうち、約20％に当たる3,250校を訪
問（平成22年度実績） 
   
*文部科学省「平成22年度学校基本調査」による 

募集活動の成果 
○ 近年、入学希望者は増加傾向。 
○ 募集活動により海上技術学校等 存在を知 た入学者も多く 入学希望者 増加に貢献○ 募集活動により海上技術学校等の存在を知った入学者も多く、入学希望者の増加に貢献。
○ 一方で、海上技術学校等の認知度がまだ低いため、今後も積極的な募集活動が必要。 
○ 内航海運や船員という職業そのものの認知度を上げることも必要。 

2.86
3.00 

応募倍率の推移 海技学校・同短大をはじめて知ったきっかけ 
中学校・高等学校訪問時の反応 

校 初 知
2.34 2.33 

2.06 1.99 

2.09 

1.14 1.12 
1.40  1.45 

1.95 

2.26 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

本科 
募集活動により学校を知

• このような学校があることを初めて知っ
た。 
• 就職が厳しい中、良い学校を教えても
らった。 
• 早速、生徒に紹介したい。

0.00 

0.50 

18年度  19年度  20年度  21年度  22年度  23年度 

専修科 

入学年度

（出典）平成20年度海技教育機構入学者アンケート 

募集活動により学校を知

り、入学した者 53.1% 

早速、生徒 紹介し 。
• こういう職業が生徒に認識されること
が必要だ。     
  （出典）平成23年度学校訪問報告書 



募集活動の課題 
○ 業界団体等から 支援（補助金） 支えられ 募集活動を行 入学者 増加を図 きたと ろ

ステークホルダー間の連携強化策① －募集活動の強化－ 

○ 業界団体等からの支援（補助金）に支えられ、募集活動を行い、入学者の増加を図ってきたところ。
○ 近年、募集関係補助金の減少により、募集活動を縮小せざるを得ない状況にあり、今後の入学者確保への影響が懸念される。 

募集活動財源 活動資金削減による各校の募集活動への影響（平成22年度→23年度） 

学校訪問の縮小（本科３校）

• 全国約2,000中学 → 約1,700中学 
  小樽校 道外３県（青森・岩手・新潟）訪問 
      → 道外１県（青森）にエリア縮小 
  唐津校 623校→390校に大幅減 等 

• 全国約2,000中学 → 約1,700中学 
  小樽校 道外３県（青森・岩手・新潟）訪問 
      → 道外１県（青森）にエリア縮小 
  唐津校 623校→390校に大幅減 等 

学校訪問の縮小（本科３校）

• 全国５校で縮小・廃止（延 約240回 → 延 約190回） 
  館山校 広告エリアを千葉・埼玉・神奈川 
       →千葉のみに縮小 
  口之津校 新聞・電車内広告を全面廃止 等 

• 全国５校で縮小・廃止（延 約240回 → 延 約190回） 
  館山校 広告エリアを千葉・埼玉・神奈川 
       →千葉のみに縮小 
  口之津校 新聞・電車内広告を全面廃止 等 

広告の縮小・廃止（本科及び専修科５校） 

まとめ

• 宮古校 ネット契約半減（４社→２社） 等 • 宮古校 ネット契約半減（４社→２社） 等 

ネット契約の縮小（専修科２校） 

まとめ
○ 入学希望者の増加による基礎学力の高い入学者の確保は、質の高い船員の養成に繋がり、海運業界の期待に応えることになる。 
○ 少子化の中で、質の高い新人船員を確保して行くには、募集・広報活動をこれまで以上に積極的に実施すべき。 

2%
外  航 
5% 

内航三

団体 
18% 

タグ・作

ｶｰﾌｪﾘｰ

等 
14% 

7% 
2%

外  航 

内航三団体 

その他内航 

タグ・作業船 

海上技術学校、海上技術短期大
学校及び海技大学校卒業者の海
上就職先 
（５か年平均） 

募集活動の活性化のため、従来の枠にとらわれず、機構
の卒業生が数多く就職しているタグや旅客船の関係者から
の支援もお願いしたい。 

その他

内航 
34% 

タグ 作

業船 
20% 

ｶｰﾌｪﾘｰ等 

官公署 

水産系 （出典）平成18～22年度独立行政法人海
技教育機構求人・就職状況報告 

機構のノウハウ、行動力を活かし、募集活動と海事広報が
連携して募集・広報活動を広く展開していくべき。 



１．奨学金に関するアンケート調査結果 

ステークホルダー間の連携強化策② －奨学金の拡充－ 

○ およそ4割の生徒が奨学
金を必要としている。 
 
○ 希望額は学費に相当す

奨学金の貸与希望 
 奨学金をおよそ４割の生徒・学生が希望しているが、貸与を受けることができているのは、３割程度 
 
奨学金の貸与希望額 
 奨学金希望者のおおよそ８０％以上が３万円以上の奨学金を希望

２．現状の奨学金制度（海上技術学校及び同短大対象のもの） 

○ 希望額は学費に相当す
る3万円程度 （「１万円」5％、「２万円」14％、「３万円」34％、「４万円」25％、「５万円」以上22％) 

 ※海上技術学校の学費（寮費・食費込み）は年平均40万前後 

○ 奨学金の採用定員の
関係で、奨学金を受けるこ

実施機関 採用人数/希望者数 条件等 貸与月額 

(財)海技教育財団 329人/397人 収入基準 
特別奨学金の場合は返済免除 
（本科3年生、各校1人、1月限り） 

(本)2.5万円 
(専)3万円 

（入学準備金） 38人/40人 20万円以内
とができない生徒が多数存
在。 全日本海員組合 92人/116人 

収入・学業基準、学校長推薦 
卒業後組合加入で返済免除 

1万円 

(財)近藤記念海事財団 22人/30人 学校長推薦 2万円 

（各奨学金は併給可能） ※海上技術学校及び同短大の学生は日本学生支援機構の奨学金は対象外 

３．奨学金制度の拡充について

○ 奨学金制度の拡充によ
る、志望者のすそ野拡大 

(社)日本海員掖済会 83人/108人 学校長推薦 0.5万円 

３．奨学金制度の拡充について 
 
○ 希望者が全員支給を受けられるように採用枠を拡大 
○ 拡充により、機構による、奨学金（入学準備金を含む。）制度の積極的なＰＲが可能に 

○ 学生の学業に対するイ
ンセンティブの付与 

優秀な人材確保のためには船員志望者に対する奨学金拡充が重要 



寄附受入について 

１．教育機材・教材整備の状況 

ステークホルダー間の連携強化策③ －寄附受入制度－ 

海技教育機構では、限られた予算の中で、工夫して教育機材・教材を整備しなければならない状況 
 例えば、①中古機材を購入するなど教育機材・教材確保に工夫 
        （H21年度  中古ディーゼル機関購入（清水校）） 

      ②教官が手作りで機材整備、教材を制作 
（例：信号回路図面 船体構造模型等 ）

2,704  
2,642  

2,571  
2,527  2,500  

2,600  
2,700  
2,800  

運営費交付金の推移（除く退職金） 

        （例：信号回路図面、船体構造模型等 ）

課題 
 ・新型教育機材の導入等がなかなか進まない。 
 ・実機（実際に稼働する機関等）の不足など、教育機材･教材の整備･充実が課題

2,349  

2,100  
2,200  
2,300  
2,400 

18年度  19年度  20年度  21年度  22年度 （百万円） 実機（実際 稼働す 機関等） 不足 、教育機材 教材 整備 充実 課題
 例えば、 
  ○ 海大では、業界からも要望を受けているダブルハルタンカーシミュレータによる訓練が、機材整備ができず実施できていない状況。 
  ○ 製造から４０年以上経過し、老朽化が著しいディーゼル機関を未だに教材として使用しており、更新ができていない。 

２．寄附受入の状況

メカトロニクス 
シーケンスキット DVDプレイヤ＆モニタ 教習用小型船舶 ディーゼル主機関 模擬機関総合実験装置 船型模型 

船社等からの寄附物件例 

寄贈書籍 

２．寄附受入の状況 

点
寄附する側としては、何処にコンタクトすればいいのか判らない、何を欲しているか判らない、そもそも機構が寄附を受けるのかどうかも判らない 

機構に寄附の受付窓口を設け、ミスマッチの解消を図る。 

問題点 

○ 船社・関係団体等からの寄附により教育環境の向上を図り、業界ニーズに即応した、より質の高い教育を実施 
 
 ステークホルダー間の連携の象徴として、継続的な寄附の体制を望む。 



海技教育機構 寄附元機関等 

ステークホルダー間の連携強化策③ －寄附受入制度－ 

 

機構各校 
 

寄附受窓口 
○情報集約・発信

ステークホルダー 

ステークホルダー 
小樽海技学校 

館山海技学校

寄附申出、 
情報提供 

調整

機構本部 

 
 
 
 ・ＨＰに寄付受専用コンテンツを掲載 

情報集約 発信
○常時受入体制の確保 
○マッチング ステークホルダー 

ステークホルダー 
宮古海技短大

館山海技学校

唐津海技学校 

口之津海技学校 要望等 
情報発信 

調整

・常時相談受付
 ・要望発信 
 ・その他等調整全般 

その他一般企業・個人等 

宮古海技短大

清水海技短大 

波方海技短大 

海技大学校 

教育環境の整備・向上 

学校 
・優秀な船員確保 

・企業イメージup 

船社 
各ステークホルダーと機構との連携により
寄附受入が継続的に行われることを期待 

・実機や船用機材による実習等で座学の理解力増進

生徒・学生 

・実機や船用機材による実習等で座学の理解力増進

・即戦力体得 

・ステークホルダー（海事産業界）に対する理解と自覚 


